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表紙

　

法令および定款に基づく
インターネット開示事項

　

連　結　注　記　表

個　別　注　記　表
（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）

　

全日本空輸株式会社

　

「連結注記表」および「個別注記表」につきましては、法令および

当社定款第17条の規定に基づき、当社ウェブサイト（http://

www.ana.co.jp/ir/）に掲載することにより株主の皆様に提供してお

ります。



2010/05/21 15:36:45 ／ 10652505_全日本空輸株式会社_総会その他

連結注記表

－ 1 －

連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況

・連結子会社の数 72社

・主要な連結子会社の名称

 エアーニッポン㈱

㈱エアージャパン

㈱エアーニッポンネットワーク

エアーネクスト㈱

エアーセントラル㈱

㈱ＡＮＡ＆ＪＰエクスプレス

海外新聞普及㈱　

ＡＮＡセールス㈱

全日空商事㈱

㈱インフィニ トラベル インフォメ

ーション

全日空システム企画㈱

・連結範囲の異動状況

　新規：１社

　

海外新聞普及㈱

　持分法適用関連会社であった海外

新聞普及㈱は株式取得により当連結

会計年度より連結の範囲に含めてい

ます。

　除外：５社 空港ハンドリングサービス㈱

ANA SALES FRANCE S.A.S

㈱オールエクスプレス

全日空商事エアクラフト㈱

㈱ハネダクリエイト

 　空港ハンドリングサービス㈱はＡ

ＮＡエアポートサービス㈱に、ANA

SALES FRANCE S.A.SはANA SALES

EUROPE LTD.に、㈱オールエクスプレ

スは海外新聞普及㈱に、全日空商事

エアクラフト㈱は全日空商事㈱に、

㈱ハネダクリエイトは全日空モータ

ーサービス㈱にそれぞれ吸収合併さ

れて解散したことに伴い、連結の範

囲から除外しました。

②　非連結子会社の状況

・非連結子会社の数 45社
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・主要な非連結子会社の名称

 長崎空港給油施設㈱

・連結の範囲から除いた理由

 　非連結子会社はいずれも小規模で

あり、各社の総資産、売上高、当期

純損益及び利益剰余金等がいずれも

連結計算書類に重要な影響を及ぼし

ていないため、連結の範囲に含めて

いません。

(2) 持分法の適用に関する事項

①　持分法を適用した非連結子会社又は関連会社の状況

・持分法を適用した非連結子会社又は関連会社の数

 24社

・主要な会社の名称 国内線ドットコム㈱

アビコム・ジャパン㈱

㈱ジャムコ

・持分法適用の異動状況

　新規：１社 ユーロコプタージャパンＴ＆Ｅ㈱

　ユーロコプタージャパンＴ＆Ｅ㈱

は連結子会社である全日空整備㈱よ

り事業分割したことにより持分法適

用関連会社としました。

　除外：１社 海外新聞普及㈱

　持分法適用関連会社であった海外

新聞普及㈱は株式取得により当連結

会計年度より連結子会社としたこと

により、持分法適用の範囲から除外

しました。

②　持分法を適用していない非連結子会社又は関連会社の状況

・持分法を適用していない非連結子会社又は関連会社の数

 68社

・主要な会社の名称 大分空港給油施設㈱

・持分法を適用しない理由

 　持分法非適用子会社及び関連会社

はいずれも小規模であり、合計の連

結子会社との取引高相殺消去後の当

期純損益（持分相当額）及び利益剰

余金（持分相当額）等がいずれも連

結計算書類に重要な影響を与えない

ため、持分法の適用範囲から除外し

ています。
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(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、WINGSPAN INSURANCE(GUERNSEY)LIMITED他子

会社２社は決算日が12月31日であり、決算日の差異が３ヶ月を超

えないため、同決算日現在の計算書類を使用し、連結決算日との

間に重要な取引が生じた場合は、連結上必要な調整を行っていま

す。

(4) 会計処理基準に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）

ロ．その他有価証券  

・時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

・時価のないもの 主として移動平均法による原価法

ハ．デリバティブ 時価法

ニ．運用目的の金銭の信託

 時価法

ホ．たな卸資産 主として移動平均法による原価法(連

結貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）

   　 航空機 主として定額法

なお、耐用年数は主として国内線機

材17年、国際線機材20年です。

　　　建物 主として定額法

なお、耐用年数は主として３～50年

です。

　　　その他 主として定率法　

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）

 主として定額法

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用して

います。

ハ．リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用していま

す。　
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③　繰延資産の処理方法

イ．株式交付費 ３年間で毎期均等額を償却していま

す。

ロ．社債発行費 社債の償還期間にわたり定額法によ

り償却しています。

ハ．開業費 ５年間で毎期均等額以上を償却して

います。

④　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上し

ています。

ロ．賞与引当金 従業員への賞与の支給に充てるため、

支給見込額基準により計上していま

す。

ハ．退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき計

上しています。

なお、会計基準変更時差異について

は、15年による均等額を費用処理し

ています。

過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間による定額法

により費用処理しています。

数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理しています。

（追加情報）

連結子会社１社は、厚生年金基金の

代行部分について、平成21年４月１

日に厚生労働大臣から過去分支給義

務免除の認可を受けました。

（会計方針の変更）

当連結会計年度より、「「退職給付

に係る会計基準」の一部改正（その

３）」（企業会計基準第19号平成20
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年７月31日）を適用しています。

これによる営業損失、経常損失及び

税金等調整前当期純損失に与える影

響はありません。　

ニ．役員退職慰労引当金 役員及び執行役員の退職慰労金の支

出に備えて、役員及び執行役員退職

慰労金規程に基づく期末要支給額を

計上しています。

ホ．独禁法関連引当金 欧州委員会独禁当局は当社に対し、

貨物に関してEU競争法違反の疑いが

あるとして平成19年12月21日に

「Statement of Objections」を発出

しました。

また、韓国公正取引委員会は当社に

対し、貨物に関して韓国公正取引法

違反の疑いがあるとして平成21年10

月29日に「審査報告書（Examiner's

Report)」を発出しました。

これらに関し将来発生する可能性が

ある損失について現段階での見積額

を独禁法関連引当金として計上して

います。

なお、状況の進展に伴い見積額は変

動することがあります。

⑤　重要な収益及び費用の計上基準

　完成工事高及び完成工事原価の計上基準

  ・当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性

　　が認められる工事　

　 工事進行基準

　・その他の工事 工事完成基準

（会計方針の変更）

当連結会計年度より、「工事契約に

関する会計基準」（企業会計基準第

15号　平成19年12月27日）及び「工

事契約に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第18号　　

平成19年12月27日）を適用し、当連

結会計年度に着手した工事契約から

当連結会計年度末までの進捗部分に

ついて成果の確実性が認められる工

事については工事進行基準を、その
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他の工事については工事完成基準を

適用しています。

これによる営業収入、営業損失、経

常損失及び税金等調整前当期純損失

に与える影響はありません。

⑥　重要なヘッジ会計の方法

イ．ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっています。た

だし、為替予約等が付されている外

貨建金銭債権債務については振当処

理によっています。

さらに、ヘッジ会計の要件を満たす

金利スワップについては、特例処理

を採用しています。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象

 ヘッジ手段…デリバティブ取引

（主として為替予約取

引、金利スワップ取引、

商品スワップ取引及び

商品オプション取引）

ヘッジ対象…相場変動等による損失

の可能性があり、相場

変動等が評価に反映さ

れていないもの及びキ

ャッシュ・フローが固

定され変動が回避され

るもの

ハ．ヘッジ方針 当社及び連結子会社は取引権限及び

取引限度額を定めた社内管理規程に

基づき、通貨、金利及び商品（航空

燃料）の市場相場変動に対するリス

ク回避を目的としてデリバティブ取

引を利用しており、投機目的の取引

は行っていません。

ニ．ヘッジ有効性評価の方法

 ヘッジ有効性の判定は、原則として

ヘッジ開始時から有効性判定時点ま

での期間において、ヘッジ対象の相

場変動又はキャッシュ・フロー変動

の累計とヘッジ手段の相場変動又は

キャッシュ・フロー変動の累計とを

比較し、両者の変動額等を基礎にし
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て判断することとしています。

ただし、特例処理によっている金利

スワップについては、有効性の評価

を省略しています。

⑦　その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

イ．消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の会計処理は

税抜方式によっています。

ロ．連結納税制度の適用

 当社及び一部の子会社は連結納税制

度を適用しています。

(5) 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法

を採用しています。

(6) のれん及び負ののれんの償却に関する事項

　のれん及び負ののれんの償却については、発生年度から５年間

で均等償却しています。

　

２．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

航空機(予備部品を含む) 621,289百万円

建物・土地等 42,450百万円

計 663,739百万円

　上記の物件は、長期借入金401,026百万円の担保に供しています。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 874,958百万円

(3) 債務保証等

債務保証 482百万円

　

３．連結損益計算書に関する注記

　　減損損失

　収益性及び時価が著しく低下した資産の帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減損損失（1,253百万円）に計上

しています。

　

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株式の種類
前連結会計年
度末の株式数

当連結会計年
度増加株式数

当連結会計年
度減少株式数

当連結会計年
度末の株式数

普 通 株 式
 千株  千株  千株  千株

1,949,959 575,000 － 2,524,959
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(2) 自己株式の数に関する事項

株式の種類
前連結会計年
度末の株式数

当連結会計年
度増加株式数

当連結会計年
度減少株式数

当連結会計年
度末の株式数

普 通 株 式
 千株  千株  千株  千株

16,778 6,642 4,892 18,528

（注）１.普通株式の発行済株式総数の増加575,000千株は、公募によ

る新株の発行による増加537,500千株、第三者割当による新株

の発行による増加37,500千株です。

　　　２.自己株式（普通株式）の増加6,642千株は、単元未満株式の

買取り198千株及び当連結会計年度に従業員持株会信託口が購

入した当社株式6,442千株、関係会社が購入した当社株式１千

株を加算したものです。

　　　３.自己株式（普通株式）の減少4,892千株は、単元未満株主か

らの買増請求による129千株及び当連結会計年度に従業員持株

会信託口が売却した当社株式4,763千株を加算したものです。

　    ４.自己株式（普通株式）については、当連結会計年度末に従業

員持株会信託口が所有する当社株式13,836千株を含めて記載

しています。

　

(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額

  平成21年６月22日開催の第64回定時株主総会決議において、

次のとおり決議しています。

・配当金の総額 1,933百万円

・１株当たり配当金額 １円

・基準日 平成21年３月31日

・効力発生日 平成21年６月23日

（注）　配当金の総額には、従業員持株会信託口に対する配当金12百

万円を含めていません。これは従業員持株会信託口が所有する

当社株式を自己株式として認識しているためです。

　

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発

生日が翌連結会計年度となるもの　

　　　　該当事項はありません。

　

５．金融商品に関する注記　

　(1) 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については、短期的な預金等に限

定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調達しています。

　営業未収入金に係る顧客の信用リスクは、グループ各社の社

内規程等に沿ってリスク低減を図っています。また、投資有価
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証券は主として株式であり、上場株式については四半期毎に時

価の把握を行っています。

　借入金の使途は設備投資資金であり、また、デリバティブは

内部管理規程に従い、実需の範囲で行うこととしています。　

　

　(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及び

これらの差額については、次のとおりです。

(単位：百万円)

　

　
連結貸借対照
表計上額（*）

　

時価（*） 差額

(1) 現金及び預金　 　　13,246 　　13,246 　　－

(2) 営業未収入金　 　　96,833 　　96,833 　　－

(3) 有価証券及び投資
有価証券

　　205,309 　　210,196 　　4,887

(4) 支払手形及び営業
未払金　

　　(151,017) 　(151,017) 　　－

(5) 短期借入金　 　　(29,096) 　(29,096) 　　－

(6) 社債　 　　(135,000) 　(135,005) 　　△5

(7) 長期借入金　 　　(728,429) 　(735,583) 　△7,154

(8) デリバティブ取引 　　(22,087) 　(22,087) 　－

(*）負債に計上されているものについては、（　）で示しています。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ

取引に関する事項

　(1) 現金及び預金、並びに(2)営業未収入金 　

　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等し

　　いことから、当該帳簿価額によっています。

　(3) 有価証券及び投資有価証券

　　　これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、

　　債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格を時価

　　としています。　

　(4) 支払手形及び営業未払金、並びに(5)短期借入金

　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等し

　　いことから、当該帳簿価額によっています。

　(6) 社債

    　当社の発行する社債の時価は、元利金の合計額を当該社債の残

　　存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値によ

　　り算定しています。　 　　　
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　(7) 長期借入金

　　　長期借入金の時価については、元利金の合計額を新規に同様の

　　借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により

　　算定しています。変動金利による長期借入金は金利スワップの特

　　例処理の対象とされており（下記(8)参照）、当該金利スワップ

　　と一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った

　　場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する

　　方法によっています。　

  (8) デリバティブ取引

　   時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格によ

   っています。なお、金利スワップの特例処理によるものは、ヘッ

　 ジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

　 め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載していま　

　 す（上記(7)参照）。

（注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額25,855百万円）は、市場

価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどがで

きず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3)

有価証券及び投資有価証券」には含めていません。　

　

６．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 188円93銭

(2) １株当たり当期純損失 24円67銭

　

７．重要な後発事象に関する注記

    該当事項はありません。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

①　満期保有目的の債券

　 償却原価法（定額法）

②　子会社株式及び関連会社株式

 移動平均法による原価法

③　その他有価証券

・時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

・時価のないもの 移動平均法による原価法

(2) デリバティブ等の評価基準及び評価方法

①　デリバティブ 時価法

②　運用目的の金銭の信託

 時価法

(3) たな卸資産の評価基準及び評価方法

①　航空機予備部品・整備用消耗品

 移動平均法による原価法

②　その他 主として先入先出法による原価法

貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定

(4) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　　航空機 定額法

　 なお、耐用年数は主として国内線機

材17年、国際線機材20年です。

 　 建物 定額法

なお、耐用年数は３～50年です。

 　 その他 定率法

②　無形固定資産（リース資産を除く）

 定額法

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用して

います。
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③　リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産

　 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用していま

す。

(5) 繰延資産の処理方法

①　株式交付費　　　　　　

　　　　　　　

３年間で毎期均等額を償却していま

す。

②　社債発行費　　　　　　

　　　　　　　

社債の償還期間にわたり定額法によ

り償却しています。

(6) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上し

ています。

②　賞与引当金 従業員賞与の支給にあてるため、支

給見込額基準により計上しています。

③　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上し

ています。

なお、会計基準変更時差異について

は、15年による均等額を費用処理し

ています。

過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間による定額法

により費用処理しています。

数理計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存勤

務期間による定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌事業年度から

費用処理しています。

（会計方針の変更）

当事業年度より、「「退職給付に係

る会計基準」の一部改正（その３）」

（企業会計基準第19号　平成20年７

月31日）を適用しています。

これによる営業損失、経常損失及び

税引前当期純損失に与える影響はあ

りません。　
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④　役員退職慰労引当金 執行役員の退職慰労金の支出に備え

て、執行役員退職慰労金規程に基づ

く期末要支給額を計上しています。

⑤　独禁法関連引当金 欧州委員会独禁当局は当社に対し、

貨物に関してEU競争法違反の疑いが

あるとして平成19年12月21日に

「Statement of Objections」を発出

しました。

また、韓国公正取引委員会は当社に

対し、貨物に関して韓国公正取引法

違反の疑いがあるとして平成21年10

月29日に「審査報告書（Examiner's

Report）」を発出しました。

これらに関し将来発生する可能性が

ある損失について現段階での見積額

を独禁法関連引当金として計上して

います。なお、状況の進展に伴い見

積額は変動することがあります。

(7) 収益及び費用の計上基準

①　営業収入のうち国内線定期旅客収入及び国際線定期旅客収入

　の計上は、原則として搭乗基準によっています。

②　完成工事高及び完成工事原価の計上基準　

　・当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が

　　認められる工事 工事進行基準　

　・その他の工事 工事完成基準　

（会計方針の変更）

当事業年度より、「工事契約に関す

る会計基準」（企業会計基準第15号

　平成19年12月27日）及び「工事契

約に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第18号　平成19

年12月27日）を適用し、当事業年度

に着手した工事契約から当事業年度

末までの進捗部分について成果の確

実性が認められる工事については工

事進行基準を、その他の工事につい

ては工事完成基準を適用しています。

これによる営業収入、営業損失、経

常損失及び税引前当期純損失に与え

る影響はありません。　　　
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(8) ヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっています。た

だし、為替予約等が付されている外

貨建金銭債権債務については振当処

理によっています。

さらにヘッジ会計の要件を満たす金

利スワップについては、特例処理を

採用しています。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

 ヘッジ手段…デリバティブ取引

（主として為替予約取

引、金利スワップ取引、

商品スワップ取引及び

商品オプション取引）

ヘッジ対象…相場変動等による損失

の可能性があり、相場

変動等が評価に反映さ

れていないもの及びキ

ャッシュ・フローが固

定され変動が回避され

るもの

③　ヘッジ方針 当社の内部規程である「ヘッジ取引

に係わるリスク管理規程」及び「ヘ

ッジ取引に係わるリスク管理取扱要

領」に基づき、通貨、金利及び商品

（航空燃料）の市場相場変動に対す

るリスク回避を目的としてデリバテ

ィブ取引を利用しており、投機目的

の取引は行っていません。

④　ヘッジ有効性評価の方法

 ヘッジ有効性の判定は、原則として

ヘッジ開始時から有効性判定時点ま

での期間において、ヘッジ対象の相

場変動又はキャッシュ・フロー変動

の累計とヘッジ手段の相場変動又は

キャッシュ・フロー変動の累計とを

比較し、両者の変動額等を基礎にし

て判断することとしています。

ただし、特例処理によっている金利

スワップについては、有効性の評価

を省略しています。
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 (9) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

①　消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっています。

②　連結納税制度の適用 連結納税制度を適用しています。

(10) 表示方法の変更

　　(損益計算書)

　　 前事業年度において特別損失で表示していた「投資有価証券

　　 評価損」(当事業年度496百万円)および「独禁法手続関連費

　　 用」(当事業年度856百万円)は、金額的重要性が乏しくなった

　　 ため、当事業年度より特別損失の「その他」に含めて表示し

　　 ています。

　　 　

２．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

航空機予備部品（流動資産） 46,413百万円

建物 42,059百万円

航空機 574,823百万円

計 663,297百万円

上記の物件は、長期借入金400,984百万円の担保に供しています。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 829,652百万円

(3) 債務保証等

債務保証 101百万円

債務保証予約 45百万円

(4) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりです。

①　短期金銭債権 20,432百万円

②　短期金銭債務 75,454百万円

③　長期金銭債権 6,683百万円

④　長期金銭債務 5百万円

　

３．損益計算書に関する注記

(1) 関係会社との取引高

①　売上高 123,777百万円

②　仕入高 258,061百万円

③　営業取引以外の取引高 3,893百万円

(2) 減損損失

　収益性が著しく低下した資産の帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失（1,069百万円）に計上していま

す。　
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４．株主資本等変動計算書に関する注記

    自己株式の数に関する事項

株式の種類
前事業年度
末の株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度
末の株式数

普 通 株 式
 千株  千株  千株  千株

16,605 6,640 4,892 18,354

（注）１.自己株式の増加6,640千株は単元未満株式の買取り198千株及

び当事業年度に従業員持株会信託口が取得した当社株式6,442

千株を加算したものです。

　　　２.自己株式の減少4,892千株は単元未満株主からの買増請求に

よる129千株及び当事業年度に従業員持株会信託口が売却し

た当社株式4,763千株を加算したものです。

３.自己株式については、当事業年度末に従業員持株会信託口が

所有する当社株式13,836千株を含めて記載しています。　

５．税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

     繰延税金資産

繰越欠損金 75,004

退職給付引当金損金算入限度超過額 37,199

繰延ヘッジ損失 8,870

未払販売経費概算計上額 7,428

独禁法関連引当金 6,765

その他有価証券減損額 1,807

賞与引当金損金算入限度超過額 1,484

その他 8,002

繰延税金資産小計 146,563

評価性引当額 △12,962

繰延税金資産合計 133,600

　

繰延税金負債

特別償却準備金 △4,058

その他有価証券評価差額金 △1,698

その他 △633

 繰延税金負債合計 △6,390

 繰延税金資産の純額 127,210

　

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に

重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要な項目別

の内訳

税引前当期純損失であるため記載していません。
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６．リース取引に関する注記

(1) 所有権移転ファイナンス・リース取引

　　該当事項はありません。

(2) 所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

 　有形固定資産

主として航空機、空港作業車、ホストコンピューター及びそ

の周辺機器

②　リース資産の減価償却方法

「１．重要な会計方針に係る事項　(4) 固定資産の減価償却

の方法」に記載のとおりです。

(3) オペレーティング・リース取引

 （借主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る

未経過リース料　

１年内 31,378百万円

１年超 134,371百万円

合計 165,749百万円

（貸主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る

未経過リース料　

１年内 1,062百万円

１年超 2,624百万円

合計 3,686百万円

　

７．関連当事者との取引に関する注記

　該当事項はありません。

　

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 178円20銭

(2) １株当たり当期純損失 25円25銭

　

９．重要な後発事象に関する注記

  該当事項はありません。

　

以　上　




